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寿光園ショートステイ 運営規程 

 

（事業の目的） 

第1 条 寿光園ショートスティ（以下「事業所」という。）は、介護保険の理念に基づき、事業所

の職員が要介護状態、もしくは要支援状態にある高齢者等（以下「利用者」  という。）に対

し、適切なサービスを提供し、利用者の家族の負担の軽減を図ることを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第2 条 事業所の職員は、利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の援助

を計画的に行うものとする。 

2  援助に当たっては、利用者の意志及び人格を尊重し、常に利用者並びに家族の立場に立

ったサービスの提供に努めるものとする。 

3  サービスの提供に当たっては、利用者の心身の状況や環境などに応じて、市町村や地域

の保健・医療・福祉関係者等との密接な連携を図るものとする。 

 

（事業所の名称） 

第3 条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

 一 名 称      寿光園ショートスティ 

 二 所 在 地      秋田県秋田市寺内後城6 番 41号 

 

（実施主体） 

第4 条 事業所の実施主体は、社会福祉法人秋田県厚生協会とする。 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第5 条 事業所に勤務する職員の職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

  一 管理者  1 名（常勤で兼務） 

   管理者は、従業員の管理及び業務の管理を行う。 

  二 医師  4 名（非常勤で兼務） 

   利用者に対して、健康管理及び療養上の指導を行う。 

  三 生活相談員  1 名（常勤で兼務） 

   本事業の利用申込に係る調整や、日常生活を営む上での相談に応じる。 

  四 介護職員  常勤換算 3.5名以上（常勤、非常勤で兼務） 

  五 看護職員  1 名以上（常勤で兼務） 

  六 機能訓練指導員   1 名以上（常勤で兼務） 

  七 栄養士    1 名以上（常勤で兼務） 

   八 事務職員 1 名以上（常勤で兼務） 
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2  事業所は、職員の資質向上のため採用時及び定期的に研修を行う。 

 

（入所定員） 

第6 条 事業所の入所利用定員は 10名とする。 

 

（定員の遵守） 

第7 条 災害等やむを得ない場合を除き、入所定員及び居室の定員を遵守する。 

 

（サービスの提供方法） 

第8 条 短期入所生活介護あるいは予防短期入所生活介護サービスの利用者は、別紙様式

１による短期入所生活介護利用申込書を管理者宛に提出するものとする。但し、これによりが

たい場合は、口頭での申込も可能とする。口頭の場合、職員が利用者又はその家族から同意

を得るものとする。 

2  利用者からサービスの提供を求められたときは、利用者の保険証により被保険者資格、

要介護認定の有無、認定の有効期間等を確かめる。 

3  事業所は、短期入所生活介護あるいは予防短期入所生活介護サービスの提供の開始に

際し、利用者又は家族に対して運営規程の概要等必要な重要事項を記した文書を交付して

説明を行い、同意を得るものとする。 

4  事業所は、以下のいずれかに該当するような正当な理由がない場合、業務の提供を 拒

否してはならない。 

 一 利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、改善の見込みが 

  無くサービス利用契約の目的を達することが困難となったとき。 

 二 伝染性疾患等により治療が必要である場合。 

 三 以上のいずれかに該当する場合は、遅滞なく意見を付してその旨を市町村へ通知   

する。 

 

（サービスの内容） 

第9 条 介護サービス内容は次のとおりとし、介護サービス計画に基づいて、適切なサービス

を提供する。 

 一 身体介護に関すること。 

ア 食事の介護 

イ 排泄の介護 

ウ 入浴の介護 

エ 機能訓練 

オ 身体清拭や洗髪・整容等、清潔の保持に係わる介護 

カ 体位交換や起居、就寝等の動作や移動に係わる介護 

 二 相談・助言に関すること。 

ア 生活・身上・介護に関する相談・助言 
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イ その他必要な相談・助言 

 三 服薬確認や健康観察。 

 四 教養娯楽及びレクレーション行事の提供。 

 五 送迎（利用者の心身の状況、家族等の事情から必要と認められた場合。） 

（利用料及び支払い方法） 

第 10 条 利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当該指定短期入所生

活介護あるいは予防短期入所生活介護が法定代理受領サービスであるときは、各利用者の

負担割合に応じた額とする。 

2  前項の利用料の他、次に掲げる費用の支払いを受けることが出来る。 

 一 食  費         

 二 滞在費 

    ア  従来型個室） 

    イ  多床室          

 三 理美容代       

 四 その他日用品費  実費（別紙利用料金表による） 

3  前項の費用については、予め利用者又はその家族に対して説明を行い、同意を得るもの 

とする。 

4  法定代理受領サービスに該当しない指定短期入所生活介護あるいは予防介護短期入所

生活介護サービスを提供した場合に、利用者から支払を受ける利用額と厚生労働大臣が定

める基準により算定した費用の額との間に不合理な差異を生じないようにする。 

5  料金の支払いは、サービス終了時に、現金または銀行口座振り込み、郵便為替等により

納付するものとする。 

 

（事業実施地域） 

第 11条 事業の通常実施地域は秋田市全域とする。 

（法定代理受領サービスに係わる報告） 

第 12 条 事業所は、毎月市町村または、秋田県国民健康保険団体連合会に対し、短期入所

生活介護サービス計画において位置付けられている指定サービス等のうち、法定代  理受領

サービスに関する情報を記載した文書を提出する。 

 

（緊急時の対応） 

第 13 条 職員等は、サービス利用中に利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じたとき

には、速やかに主治医等に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告しなければな

らない。 

2  職員等は、サービス利用中に天災その他の災害が発生したときは、利用者の避難等の必

要な措置を講ずるとともに、管理者に連絡の上、その指示に従うものとする。 
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（衛生管理） 

第 14条 事業所は、職員等に対して清潔の保持の徹底を図るとともに、年1 回以上の健康診

断を受診させるなど健康管理に努めるものとする。 

 

（秘密保持） 

第 15 条 従業者は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を他に漏らしてはならな

い。 

2  従業者であった者も、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従

業者でなくなった後も、これらの秘密を保持すべき旨を従業者との雇用契約の内容とする。 

 

（苦情処理） 

第 16 条 事業所は、提供したサービスに係わる利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応す

るために、苦情窓口の設置等体制整備を図るための必要な措置を講じるものとする。 

 

（損害賠償） 

第 17条 事業者は、サービスの提供によって賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損

害賠償を行うものとする。 

2  事業所は、前項に対応するため損害賠償保険に加入するものとする。 

 

（記録の整備） 

第 18 条 事業所は、サービスを提供した際にはその提供期間、内容及び利用者に代わって

支払を受ける介護給付費の額、その他必要な事項を利用者の保持するサービス利用票に記

載するものとする。 

2  事業所は、サービス提供に関する記録を整備し、完結の日から2 年間保存する。 

 

（会    計） 

第 19条 事業所の会計は他の事業会計と区分し、会計期間は4 月1 日から翌年3 月 31日ま

でとする。 

 

（その他運営についての留意事項） 

第 20 条 事業所は、運営に関する諸記録並びにサービスの提供に関する諸記録を整備する

ものとする。 

2  この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は、理事長が定めるものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第 21条  事業所は、別に定める「個人情報の保護に関する基本方針」及び「個人情報の利用

目的」に基づき、個人情報の適正な取扱いと保護に努めるものとする。 
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（身体拘束その他の制限） 

第 22 条  事業所は、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き身体拘束は行ってはならない。その為の指針を整備する。 

2   事業所が、利用者に対し緊急やむを得ず隔離、身体拘束、薬剤投与その他の方法により

利用者の行動を制限する場合は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急

やむを得なかった理由を記録しなければならない。 

3  身体拘束等の適正化を検討する委員会を３ヶ月に１回以上開催し、その結果を職員へ周

知する。 

4  施設は職員に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に開催する。 

 

 (感染症対策) 

第 23 条 施設は、施設において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置

を講ずるものとする。 

 一 施設における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を概ね 6  

月に 1回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

 二 施設における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

 三 施設において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練  

を定期的に実施する。 

 

（非常災害対策） 

第 24条  事業所は防災計画を立案し、必要な訓練を年２回以上行うものとする。 

2  利用者は、前項の訓練に可能な限り協力しなければならない。 

 

 （業務継続計画の策定等） 

第 25 条 施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する施設サービスの提

供を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下

「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い、必要な措置を講ずるものとす

る。 

2 施設は従業者に対し、業務継続計画について説明、周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施するものとする。 

3 施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行

うものとする。 

 

（虐待防止のための措置に関する事項） 

第 26 条 施設は利用者の人権擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるものとする。 

2  虐待の発生又はその発生を防止するため、以下の措置を講ずるものとする。 

 一 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果  に
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ついて、従業者に周知徹底を図る。 

 二 虐待の防止のための指針を整備する。 

 三 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

 四 上記措置を適切に実施するための担当者を定める。 

 

(就業環境の確保) 

第 27 条 施設は適切なサービス提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り、従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講ず

るものとする。 

 

(職員の資質向上) 

第 28 条 施設は、全ての介護従事者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介

護保険法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する

ものを除く）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講ずる

ものとする。また、従事者の資質向上のために研修の機会を次の通り設けるものとし、研修時

間の確保を積極的に行うこととする。 

 

（事業所利用にあたっての留意事項） 

第 29条  利用者は、事業所利用にあたり次のことについて留意しなければならない。 

  一  外出または外泊しようとする時は、必ず行先と帰着予定時間を申し出て管理者の承認  

を得なければならない。また、承認を受けた後に申し出た事項に変更がある場合は都度  申

し出なければならない。 

  二  故意または過失により事業所の設備備品等に損害を与えた場合は賠償し、または  

原状に回復させることがある。 

  三  事業所が定めた場所及び時間以外で喫煙または飲酒をしてはならない。 

  四  喧嘩、暴行、中傷及び口論等他人に対する迷惑行為をしてはならない。 

  五  金銭等の管理を施設に依頼する場合は、金銭管理委託契約を締結しなければならな  

い。 

  六  職員及び他の利用者対して、執拗な宗教活動や政治活動をしてはならない。 

2  利用者に面会しようとする者は必ず面会簿に記載しなければならない。また宿泊を希望す

る者は、事前に管理者の承認を得なければならない。 
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    附    則 

 平成 12年4 月1 日 制定(平成 12年4 月1 日施行) 

  平成 17年8 月 11日 一部改正(同日施行) 

  平成 17年 10月1 日 一部改正(同日施行) 

  平成 18年1 月1 日 一部改正(同日施行) 

  平成 22年4 月1 日 一部改正(同日施行) 

  平成 24年4 月1 日 一部改正(同日施行) 

  平成 27年4 月1 日 一部改正(同日施行) 

 平成 27年8 月1 日 一部改正(同日施行) 

  平成 27年10 月1 日 一部改正(平成 27年8 月1 日施行) 

 平成 29年4 月1 日  一部改正(同日施行) 

 平成 30年4 月1 日 一部改正(同日施行) 

 令和元年 10月1 日 一部改正(同日施行) 

 令和3 年4 月1 日  一部改正(同日施行) 

  令和3 年8 月1 日  一部改正(同日施行) 

 令和４年４月１日  一部改正(同日施行) 

  令和５年 10月１日  一部改正(同日施行) 

  令和６年４月１日  一部改正(同日施行) 

  令和 7年４月１日  一部改正(同日施行) 


